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2023年３月期 財務諸表の概況（連結） 
   

   2023年５月25日

    

会社名 SBI地銀ホールディングス株式会社 ＵＲＬ https://www.sbirbhd.co.jp/ 

代表者 代表取締役社長 森田 俊平 ＴＥＬ 03(6229)0063 

問合せ先責任者 取締役 勝地 英之 特定取引勘定設置の有無 有 

定時株主総会開催予定日 2023年６月27日   

 

 （百万円未満切捨て）

１．2023年３月期の連結業績（2022年４月１日～2023年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は、対前期増減率）
 

 経常収益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2023年３月期 420,147 － 47,510 － 18,176 － 
 
（注）包括利益 2023年３月期 39,544百万円 (－％)     

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

経常収益 
経常利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

2023年３月期 7,025 47 － 3.92 0.34 11.30 
 
（参考情報）持分法投資損益 2023年３月期 △1,411百万円   

（注）前期は連結財務諸表を作成していないため、前期の実績は記載しておりません。 

 

（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 
自己資本比率 
（注１） 

１株当たり純資産 
連結自己資本比率 

（国内基準）（注２） 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 ％ 

2023年３月期 13,716,287 949,717 3.37 251,644 81 8.48 
 
（参考）自己資本 2023年３月期 462,878百万円    

（注１）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しておりま

す。なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 

（注２）「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第52条の25の規定に基づき、銀行持株会社が銀行持株会社及びそ

の子会社の保有する資産等に照らしそれらの自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準

（平成18年金融庁告示第20号）」に基づき算出しております。当社におけるマーケット・リスク相当額の算出に

おいては、一般市場リスク計測は内部モデル方式、個別リスク（証券化商品を除く）は標準的方式を使用してい

ます。なお一般市場リスク計測における内部モデル方式の適用については、現在当局宛て承認申請中であり、概

算値となります。 

（注３）前期は連結財務諸表を作成していないため、前期の実績は記載しておりません。 

 

２．配当の状況 

 

年間配当金 
配当金総額 
（合計） 

配当性向 
（連結） 

純資産配当率 
（連結） 第１ 

四半期末 
第２ 

四半期末 
第３ 

四半期末 
期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

2023年３月期 － － － － － － － － 
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※注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有 

② ①以外の会計方針の変更         ： 無 

③ 会計上の見積りの変更          ： 無 

④ 修正再表示               ： 無 

（注）詳細は、Ｐ.９「１．連結財務諸表（４）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧くださ

い。 

 

（３）発行済株式数 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年３月期 3,774,040株   

② 期末自己株式数 2023年３月期 －株   

③ 期中平均株式数 2023年３月期 2,587,191株   
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１．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

 （単位：百万円）
 

 
当連結会計年度 

（2023年３月31日） 

資産の部  

現金預け金 1,993,471 

コールローン及び買入手形 28,302 

買入金銭債権 38,287 

特定取引資産 166,722 

金銭の信託 413,476 

有価証券 1,588,691 

貸出金 6,904,759 

外国為替 72,388 

割賦売掛金 1,074,968 

リース債権及びリース投資資産 211,002 

その他資産 365,379 

有形固定資産 57,931 

建物 10,925 

土地 1,798 

有形リース資産 40,193 

建設仮勘定 200 

その他の有形固定資産 4,813 

無形固定資産 52,707 

ソフトウエア 44,727 

のれん 2,400 

無形リース資産 151 

無形資産 4,072 

その他の無形固定資産 1,354 

退職給付に係る資産 17,235 

繰延税金資産 9,756 

支払承諾見返 842,797 

貸倒引当金 △121,590 

資産の部合計 13,716,287 

負債の部  

預金 7,853,464 

譲渡性預金 2,128,833 

コールマネー及び売渡手形 7,648 

債券貸借取引受入担保金 220,099 

特定取引負債 147,807 

借用金 640,622 

外国為替 2,579 

短期社債 33,500 

社債 367,071 

その他負債 464,235 

賞与引当金 10,069 

役員賞与引当金 8 

退職給付に係る負債 8,355 

役員退職慰労引当金 8 

睡眠預金払戻損失引当金 354 

睡眠債券払戻損失引当金 2,300 

利息返還損失引当金 30,569 

繰延税金負債 6,244 

支払承諾 842,797 

負債の部合計 12,766,570 
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当連結会計年度 

（2023年３月31日） 

純資産の部  

資本金 30,100 

資本剰余金 169,993 

利益剰余金 270,441 

株主資本合計 470,534 

その他有価証券評価差額金 △15,541 

繰延ヘッジ損益 4,680 

為替換算調整勘定 4,708 

退職給付に係る調整累計額 △1,505 

その他の包括利益累計額合計 △7,656 

非支配株主持分 486,839 

純資産の部合計 949,717 

負債及び純資産の部合計 13,716,287 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

（連結損益計算書） 

 （単位：百万円）
 

 
当連結会計年度 

（自 2022年４月１日 
至 2023年３月31日） 

経常収益 420,147 

資金運用収益 182,667 

貸出金利息 156,868 

有価証券利息配当金 22,171 

コールローン利息及び買入手形利息 80 

債券貸借取引受入利息 28 

預け金利息 1,863 

その他の受入利息 1,655 

役務取引等収益 65,969 

特定取引収益 3,837 

その他業務収益 150,501 

その他経常収益 17,171 

償却債権取立益 9,850 

その他の経常収益 7,321 

経常費用 372,637 

資金調達費用 45,050 

預金利息 13,768 

譲渡性預金利息 350 

コールマネー利息及び売渡手形利息 259 

売現先利息 418 

債券貸借取引支払利息 3,024 

借用金利息 2,946 

短期社債利息 75 

社債利息 7,111 

その他の支払利息 17,095 

役務取引等費用 26,809 

特定取引費用 65 

その他業務費用 97,152 

営業経費 164,112 

のれん償却額 296 

無形資産償却額 445 

その他の営業経費 163,370 

その他経常費用 39,446 

貸倒引当金繰入額 33,772 

その他の経常費用 5,673 

経常利益 47,510 
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当連結会計年度 

（自 2022年４月１日 
至 2023年３月31日） 

特別利益 1,846 

固定資産処分益 11 

負ののれん発生益 1,755 

その他の特別利益 78 

特別損失 1,962 

固定資産処分損 171 

減損損失 1,680 

その他の特別損失 109 

税金等調整前当期純利益 47,394 

法人税、住民税及び事業税 8,870 

法人税等調整額 △1,088 

法人税等合計 7,782 

当期純利益 39,612 

非支配株主に帰属する当期純利益 21,436 

親会社株主に帰属する当期純利益 18,176 
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（連結包括利益計算書） 

 （単位：百万円）
 

 
当連結会計年度 

（自 2022年４月１日 
至 2023年３月31日） 

当期純利益 39,612 

その他の包括利益 △68 

その他有価証券評価差額金 △9,208 

繰延ヘッジ損益 9,610 

為替換算調整勘定 5,644 

退職給付に係る調整額 △2,072 

持分法適用会社に対する持分相当額 △4,041 

包括利益 39,544 

（内訳）  

親会社株主に係る包括利益 15,967 

非支配株主に係る包括利益 23,576 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日） 

（単位：百万円）
 

 

株主資本 

資本金 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

株主資本 
合計 

当期首残高 100 132,519 252,300 384,920 

当期変動額     

新株の発行 30,000 30,000  60,000 

親会社株主に帰属する

当期純利益 
  18,176 18,176 

連結子会社株式の取得

による持分の増減 
 6,309  6,309 

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動 
 1,164  1,164 

連結子会社減少による

減少高 
  △35 △35 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
    

当期変動額合計 30,000 37,473 18,140 85,614 

当期末残高 30,100 169,993 270,441 470,534 

 

 

その他の包括利益累計額 

非支配株 
主持分 

純資産 
合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

退職給付に 
係る調整 
累計額 

その他の 
包括利益 

累計額合計 

当期首残高 △7,071 24 1,963 △364 △5,447 479,481 858,953 

当期変動額        

新株の発行       60,000 

親会社株主に帰属する

当期純利益 
      18,176 

連結子会社株式の取得

による持分の増減 
      6,309 

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動 
      1,164 

連結子会社減少による

減少高 
      △35 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
△8,470 4,656 2,745 △1,140 △2,208 7,357 5,149 

当期変動額合計 △8,470 4,656 2,745 △1,140 △2,208 7,357 90,763 

当期末残高 △15,541 4,680 4,708 △1,505 △7,656 486,839 949,717 
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（４）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更） 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下、「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める

経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとい

たしました。これにより、市場における取引価格が存在しない投資信託のうち投資信託財産が金融商品である投資

信託の解約等に関して、市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がある場合で、一定の要件に

該当するものについては、基準価額を時価とみなす取扱いを適用しております。 
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（追加情報）  

（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う貸倒引当金の計上）  

新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響については、概ね収束しており、一部の債務者向けの貸出金

等の信用リスクに対する影響についてもその範囲は縮小してきているものの、その影響はさらに数年程度続くとの

想定をしております。当連結会計年度末において、当該想定に基づき、債務者によってその程度は異なるものの、

一部の債務者向けの貸出金等の信用リスクに重要な影響があるとの仮定を置いております。 

こうした仮定のもと、不動産ノンリコースローン（当社の主要な連結される子会社である株式会社SBI新生銀行の

貸出金等に含まれる不動産ノンリコースローンの債務者区分は、対象不動産の評価に基づき決定しており、当該不

動産の評価は収入、空室率、割引率等の仮定に基づき算定しております。）の対象不動産のうち、新型コロナウイル

ス感染症による経済活動への影響を強く受けており、その影響が今後も数年程度続くと想定する対象不動産につい

て、当連結会計年度末に、足許の状況を踏まえてホテル・商業施設からホテルに変更しております。当該想定に基

づき、新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響を強く受けているホテルについて、直近の稼働状況等も

踏まえて将来の収入等に係る推移予測を対象不動産の評価における仮定に反映しております。 

また、新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響を受け業績悪化が継続している個別の債務者につい

て、将来の経営状況の悪化又は回復の可能性や事業の継続可能性を評価し、債務者区分を決定するとともに、その

債務者区分に応じた貸倒引当金を計上しております。 

また、新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響に加え、昨今の物価・為替・金利等の変動を含む経済

環境の変化等の影響により業績悪化が生じた債務者のうち、キャッシュ・フロー見積法による引当を行っている破

綻懸念先及び要管理先等の債務者については、将来キャッシュ・フローの見積りにあたり、事業計画等をもとにし

て必要な調整（将来の不確実性を反映させるための将来キャッシュ・フローの減額及び複数シナリオの設定等）を

行い、貸倒引当金を算定しております。 

このような債務者の経営状況の悪化又は回復の可能性や事業の継続可能性、将来キャッシュ・フローを含む業績

見込は、新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響や昨今の物価・為替・金利等の変動を含む企業内外の

経済環境等の変化による影響を受けるため、見積りの不確実性は高いものとなります。 

従って、当連結会計年度末における貸倒引当金の計上金額は、現時点での最善の見積りであるものの、債務者を

取り巻く経済環境や、債務者の経営状況等が変化した場合には、翌連結会計年度の連結財務諸表において貸倒引当

金は増減する可能性があります。 
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（企業結合等関係） 

吸収分割による事業の承継 

 当社の連結される子会社である新生フィナンシャル株式会社は、2022年５月１日にPayPayカード株式会社（旧ワ

イジェイカード株式会社）のクレジット事業の一部、及びローン事業の一部並びに保証事業（以下、「対象事業」と

いう。）を吸収分割の方法により承継いたしました。なお、新生フィナンシャル株式会社より、同日付で対象事業の

一部について、当社の連結される子会社である株式会社アプラスインベストメントは吸収分割の方法により承継い

たしました。 

 

１．企業結合の概要 

（１）吸収分割会社の名称及びその事業の内容 

   吸収分割会社の名称  PayPayカード株式会社（旧ワイジェイカード株式会社） 

    事業の内容      クレジット事業の一部 

               ローン事業の一部 

               保証事業 

（２）企業結合を行うことになった主な目的 

   本吸収分割により収益拡大を図るためであります。 

（３）企業結合日 

   2022年５月１日 

（４）企業結合の法的形式 

   PayPayカード株式会社（旧ワイジェイカード株式会社）を吸収分割会社とし新生フィナンシャル株式会社を

吸収分割承継会社とする吸収分割 

（５）結合後企業の名称 

   結合後企業の名称に変更はありません。 

（６）取得企業を決定するに至った根拠 

   新生フィナンシャル株式会社が現金を対価としてPayPayカード株式会社（旧ワイジェイカード株式会社）の

対象事業を承継したことによるものであります。 

 

２．当連結会計年度に係る連結財務諸表に含まれる取得した事業の業績の期間 

2022年５月１日から2023年３月31日まで 

 

３．取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

  取得の対価   現金   4,596百万円 

  取得原価         4,596百万円 

 

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額 

アドバイザリー費用 10百万円 

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び期間 

（１）発生したのれんの金額 

    1,340百万円 

（２）発生原因 

    主として今後の事業展開から期待される超過収益力であります。 

（３）償却方法及び償却期間 

    ５年間にわたる均等償却 

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

（１）資産の額 資産合計          9,674百万円 

        うち、貸出金        4,637百万円 

        うち、割賦売掛金      4,461百万円 

（２）負債の額 負債合計          6,418百万円 

        うち、利息返還損失引当金  5,099百万円 
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事業譲受による事業の承継 

 当社の連結される子会社であるUDC Finance Limitedは、2022年６月13日付でGiltrap Group Holdings Limitedと

そのファイナンス子会社であるEuro Rate Finance Limited、European Wholesale Finance Limited及びEuropean 

Financial Services Limitedとの間で営業資産売買契約（Agreement for Sale and Purchase of Business Assets）

を締結するとともに、同日付でGiltrap Group Holdings Limitedと戦略的業務提携契約（Strategic Partnership 

Agreement）を締結し、これらの契約に基づき、2022年８月31日、同社グループの一部事業の譲受（以下、「本譲受」

という。）手続を完了いたしました。 

 

１．企業結合の概要 

（１）相手企業の名称及びその事業の内容 

 相手企業の名称   Giltrap Group Holdings Limited 

  Euro Rate Finance Limited 

  European Wholesale Finance Limited 

  European Financial Services Limited 

 事業の内容     自動車販売金融事業 

（２）事業譲受を行った主な理由 

 本譲受により収益拡大を図るためです。 

（３）事業譲受日 

 2022年８月31日 

（４）企業結合の法的形式 

 営業資産売買及び戦略的業務提携 

 なお、上記契約に基づき譲り受けた事業が、国際財務報告基準（IFRS）第３号「企業結合」における事業の定義を

満たすことから、IFRS第３号「企業結合」に基づく取得法により会計処理しております。 

（５）事業譲受後企業の名称 

   事業譲受後企業の名称に変更はありません。 

（６）取得企業を決定するに至った根拠 

   UDC Finance Limitedが現金を対価として事業を譲り受けることによります。 

 

２．当連結会計年度に係る連結財務諸表に含まれる譲受事業の業績の期間 

 取得企業である当社の連結される子会社のUDC Finance Limitedの決算日は12月31日であり、連結決算日と３カ月

異なっております。このため、2022年９月１日から2022年12月31日までの業績が含まれております。 

 

３．譲受事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

 取得の対価（注）  現金   13,740百万円（161百万ニュージーランドドル） 

  取得原価           13,740百万円（161百万ニュージーランドドル） 

（注）取得の対価には条件付取得対価（公正価値）が含まれております。 

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額 

 アドバイザリーに対する報酬・手数料等 152百万円 

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

（１）発生したのれんの金額 

 1,375百万円 

（２）発生原因 

 今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。 

（３）償却方法及び償却期間 

 ９年間にわたる均等償却 

 

６．事業譲受日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

（１）資産の額 資産合計               12,536百万円 

        うち、割賦売掛金            9,779百万円 

        うち、リース債権及びリース投資資産   2,220百万円 

（２）負債の額 負債合計                  171百万円 
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７．営業資産売買契約及び戦略的業務提携契約に定められた条件付取得対価の内容及びそれらの今後の会計処理方針 

契約に基づき、取得事業における将来の新規融資実行の実績等に応じて、追加の受払いをすることとしておりま

す。なお、条件付取得対価はIFRSに従い取得時の公正価値を取得の対価の一部として当初認識しており、その後の

公正価値の変動部分もIFRSに基づき認識することとしております。 

 

 

株式取得による会社の買収 

 当社の連結される子会社である株式会社アプラスは、関西電力株式会社との間で2022年８月４日に締結した株式譲

渡契約に基づき、2022年11月14日付で関西電力株式会社の子会社である株式会社クリアパスの全株式を取得し、子会

社化いたしました。 

 

１．企業結合の概要 

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容 

    被取得企業の名称  株式会社クリアパス 

    事業の内容     ローン事業、決済事業等 

（２）企業結合を行うことになった主な目的 

    本株式取得により収益拡大を図るためであります。 

（３）企業結合日 

    2022年11月14日 

（４）企業結合の法的形式 

    現金を対価とする株式取得 

（５）結合後企業の名称 

    結合後企業の名称に変更はありません。 

（６）取得した議決権比率 

    100% 

（７）取得企業を決定するに至った根拠 

    株式会社アプラスが現金を対価として株式を取得することによります。 

 

２．当連結会計年度に係る連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

企業結合のみなし取得日を2022年10月１日としているため、2022年10月１日から2023年３月31日までの業績が含まれ

ております。 

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

  取得の対価    現金 1,033百万円 

  取得原価        1,033百万円 

 

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額 

  アドバイザリー業務等に対する報酬・手数料 ４百万円 

 

５．発生した負ののれん発生益の金額及び発生原因 

（１）負ののれん発生益の金額 

   1,755百万円 

（２）発生原因 

   被取得企業の企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として認識し

ております。 

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

（１）資産の額 資産合計    61,561百万円 

        うち、貸出金  49,516百万円 

（２）負債の額 負債合計    58,772百万円 

        うち、借用金  50,435百万円 
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７．企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及びそれらの今後の会計処理方針 

  株式譲渡契約に基づき、取得対価には被取得企業の一定期間内の業績の達成度合い等に応じて事後的に精算を行

う条件が付されており、これにより取得対価を追加で支払う場合があります。 

  取得対価を追加で支払った場合には、取得時に発生したものとみなして取得原価を修正し、のれんの金額、のれ

ん償却額及び負ののれん発生益を修正することとしております。 

 

 

 

（１株当たり情報） 

１株当たり純資産額 251,644円81銭

１株当たり当期純利益金額 7,025円47銭

 

 

 

（重要な後発事象） 

 共通支配下の取引等（中間持株会社の設立） 

 当社の主要な連結される子会社である株式会社SBI新生銀行及び当社の親会社であるSBIホールディングス株式会

社は、2023年３月23日に、当社の連結される子会社である新生企業投資株式会社（以下、「新生企業投資」とい

う。）及びSBIホールディングス株式会社の連結される子会社（当社の兄弟会社）であるSBIインベストメント株式会

社（以下、「SBIインベストメント」という。）の組織再編に係る契約を締結し、当該契約に基づき、2023年５月１日

に共同株式移転により新たに中間持株会社としてSBI PEホールディングス株式会社（当社の兄弟会社）を設立いた

しました。 

 

１．取引の概要 

（１）結合当事企業の名称及び事業の内容 

株式移転完全子会社 

   新生企業投資株式会社（事業の内容：プライベートエクイティ業務） 

   SBIインベストメント株式会社（事業の内容：ベンチャーキャピタル等の運用・管理） 

 

（２）企業結合日 

2023年５月１日 

 

（３）企業結合の法的形式 

共同株式移転による中間持株会社の設立 

 

（４）結合後の企業の名称 

SBI PEホールディングス株式会社 

 

（５）その他取引の概要に関する事項 

本株式移転は、パートナーとの共同ファンド運営等に強みを持つ新生企業投資及び、国内外のベンチャー企業への

豊富な投資実績を有するSBIインベストメントを中間持株会社の傘下に移し、両社におけるシナジーを徹底的に追求

することでSBIグループにおけるプライベートエクイティ事業の一層の強化を図るものです。 

 

２．実施する会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として

処理しております。 
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株式会社SBI新生銀行に対する公開買付 

当社（以下「公開買付者」）及び当社の親会社であるSBIホールディングス株式会社（以下「SBIHD」。公開買付者と併

せて「SBIHDら」）は、2023年５月12日付の取締役会において、公開買付者が、公開買付者の子会社である株式会社SBI新

生銀行（以下「対象者」）の普通株式（以下「対象者株式」）を金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を

含みます。）による公開買付け（以下「本公開買付け」）により取得することを決議いたしました。 

 

１. 本公開買付けの目的 

グループの全体戦略をより一層強化し、各種取り組み・施策を迅速かつ柔軟に実行するためには、SBIHDらが対象者を

非公開化することにより、対象者グループとSBIHDグループ各社との連携をさらに強化し、グループ全体の経営資源配分

の最適化を図り、グループ横断で各社のリソース・アセットを戦略的に組み合わせて活用していくことが必要であり、ま

たその際、対象者グループを含むSBIHDグループ各社がグループ横断の取り組みに関して意思決定を迅速かつ柔軟に実施

し、また、対象者の機関銀行化の防止については引き続きこれを徹底しつつも、対象者の少数株主の利益保護の観点から

これまで保守的な判断が行われがちだった、SBIHDらの投資先に対するファイナンスや、役務の提供及び協調融資、両グ

ループによるM&A案件の共同フィナンシャル・アドバイザー就任等、対象者グループを含むSBIHDグループ全体の中長期的

な成長に繋がりうるSBIHDグループとの取引を積極的に実施することが、対象者グループを含むSBIHDグループの持続的な

企業価値向上にとって最適な選択であると考えました。 

 

２. 対象者の概要 

①名称          株式会社SBI新生銀行 

②所在地         東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号 

③代表者の役職・氏名   代表取締役社長 川島 克哉 

④資本金         512,204百万円（2023年３月31日時点） 

 

３. 本公開買付けの概要 

公開買付者は、SBIHDグループに属する企業やSBIHDグループの投資先企業が有する商品・サービス・ノウハウ等を活用

しつつ、地域金融機関に直接出資することで、地域金融機関の収益力強化とそれに伴う企業価値向上を図ることを主な目

的として、2015年８月25日に設立された株式会社であり、本公開買付け開始時点において、その発行済株式の全てを

SBIHDに所有されております。本公開買付け開始時点において、公開買付者は対象者株式を102,159,999株（所有割合：

50.04％）所有しており、対象者を子会社としております。なお、SBIHDは、本公開買付け開始時点において、対象者株式

を直接には所有しておりません。 

公開買付者が対象者株式の全て（但し、公開買付者が所有する対象者株式、対象者が所有する自己株式並びに預金保険

機構（所有株式数26,912,888株、所有割合：13.18％）及び株式会社整理回収機構（以下「整理回収機構」）（所有株式

数20,000,000株、所有割合：9.80％）が所有する対象者株式を除きます。）を取得することにより、対象者の株主を公開

買付者、預金保険機構及び整理回収機構のみとする非公開化を目的とした取引の一環として、本公開買付けを実施するこ

とを決定いたしました。 

① 買付け等の期間     2023年５月15日（月曜日）から2023年６月23日（金曜日）まで（30営業日） 

② 買付け等の価格     普通株式１株につき、金2,800円 

③ 買付代金        154,201,835,200円 

④ 決済の開始日      2023年６月30日（金曜日） 

 

 


